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自由貿易協定を巡る最近の情勢と関税政策の対応のあり方に関する 
企画部会長報告 

 
平成１３年１２月３日 

 
Ⅰ 自由貿易協定を巡る世界の動向 
 
1 自由貿易協定等（注１）を巡る世界の動向を見ると、１９５８年に発足した
欧州経済共同体（ＥＥＣ １９９３年に欧州共同体（ＥＣ）と改称）以降、

既に１３０を超える協定がＷＴＯに通報されている。 
（注１）ＷＴＯは自由貿易協定やＥＣのような関税同盟（域外に対する関税等を共通化）

等を総称して地域貿易協定と通称している。 

 

2 特に近年、自由貿易協定の拡大は著しい。ＥＣの経済統合の深化と周辺諸国
との自由貿易協定の締結に加え、８０年代後半以降、多角的貿易体制を推進

してきた米国がカナダと自由貿易協定を締結し、１９９４年には米国、カナ

ダ、メキシコによる北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）が発足した。また、近

隣途上国間で特恵的な関税を供与する協定（アセアン自由貿易地域（ＡＦＴ

Ａ １９９２年発効）、メルコスール（アルゼンティン、ブラジル、パラグァ

イ、ウルグァイで構成される関税同盟 １９９１年発効）等）も数多く締結

されている（注２）。 
（注２）背景として、ＧＡＴＴ・ＷＴＯ体制を取り巻く環境変化も挙げられる。即ち、Ｇ

ＡＴＴ発足時（１９４８年）に加盟国数が２３か国であったのに対し、現在のＷＴＯ

加盟国数は１４０か国を上回るまでに増加している。また、ＧＡＴＴ発足時は関税交

渉が中心であったのに対し、ＷＴＯでは関税交渉に加え、サービス貿易等広範な分野

における自由化や、貿易ルールの交渉が行われることとなった｡加盟国の増加と交渉項

目の多様化の結果、ＷＴＯでの機動的な交渉や合意形成が難しくなる傾向にある。こ

のため、自由貿易協定により多角的貿易体制の補完が行われるようになったことが、

近年の自由貿易協定の増加の背景にあるとの指摘がある。 

 
3 更に、本年４月の米州サミットで、北米、中南米の３４か国で構成する米州
自由貿易地域（ＦＴＡＡ）について、２００５年１月末までに交渉を終了し、

同年１２月末までの発効を目指すことが合意された。また、本年１１月の中・

ＡＳＥＡＮ首脳会談の際に、中国とＡＳＥＡＮとの自由貿易協定を今後１０

年以内に締結するために協議を開始することが合意された。このように、自

由貿易協定の更なる拡大の動きが見られる。 
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Ⅱ 我が国の対応 
 
4 我が国は、１９５５年にＧＡＴＴに加盟以降、対外経済政策においてＧＡＴ
Ｔ・ＷＴＯを中心とした多角的貿易体制を基本とし、自由貿易協定は締結し

なかった。この結果、世界のＧＤＰ上位３０か国・地域の内、自由貿易協定

に未参加なのは、我が国の他、中国、韓国、香港、台湾のみとなった。 
 
5 そうした中、昨年１０月の日本・シンガポール首脳会談での合意を受けて、
我が国にとって最初の自由貿易協定となる日本・シンガポール新時代経済連

携協定交渉を本年１月より開始し、本年末までの協定完成を目指して作業を

進めているところである。 
 
6 この他諸外国から我が国に対し、自由貿易協定締結に向けた提案が相次いで
いる。例えばメキシコとの間では、産学官共同研究会の場で自由貿易協定の

可能性も含めた経済関係強化のための包括的な議論を進めている。韓国との

間でも、両国経済人で構成される日韓ＦＴＡビジネスフォーラムが運営され

ている。また、日・ＡＳＥＡＮ間で通商当局の専門家グループにより、一層

の経済連携強化が検討されている他、昨年１１月のＡＳＥＡＮ＋３（日本、

中国、韓国）首脳会議での合意を受けて、東アジア・スタディ・グループ（注

３）が設置され、その中で東アジア自由貿易地域構想についての議論が見込

まれている。 
（注３）東アジア・スタディ・グループ（ＥＡＳＧ）は、東アジアの地域協力を議論する

ことを目的として各国政府関係者により構成される会合。来年秋のＡＳＥＡＮ＋３首

脳会議に最終報告書を提出予定。 

 
7 我が国がシンガポールと協定交渉を開始したことについては、ＧＡＴＴ・Ｗ
ＴＯを中心とする多角的貿易体制のみを基本としてきた対外経済政策の「転

換」であり、その政策的・理論的裏づけを明らかにすべきとの指摘がある。

自由貿易協定の拡大・深化は地域ブロック化に繋がるとの懸念を示す向きも

ある。 
 
8 当部会としては、自由貿易協定に関する考え方と、自由貿易協定を踏まえた
関税政策の対応のあり方について、この時期を捉えて一定の整理を行うこと

は有意義と考えた。そこで本年８月より計４回の会合を開催し、幅広い観点

から検討した（注４）。 
（注４）今回の検討に際し、東京大学経済学部の伊藤元重教授より自由貿易協定の理論的

評価について、また外務省及び経済産業省より外交・通商政策上の評価についてヒ
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アリングを行った。ヒアリングの全文は財務省ホームページを参照。 

 
Ⅲ ＷＴＯ整合性の意義と具体的内容 
 
9 言うまでもなく、最恵国待遇（ＧＡＴＴ１条）、即ち無差別原則がＷＴＯの
基本原則であり、二国間ないし特定の地域において特恵的な関税を適用する

自由貿易協定は、無差別原則の例外となる。従って、ＧＡＴＴ２４条では、

自由貿易協定に一定の要件を課しており、ＷＴＯ整合性と呼ばれている（サ

ービス貿易についてもＧＡＴＳ５条に同様の規定がある）。 
 
10 ＧＡＴＴ２４条は自由貿易協定の要件として、 
（１）構成国間の実質上全ての貿易について関税等を廃止すること、及び 
（２）域外国に対する関税等を引き上げないこと、 
を求めている。これは、域内貿易自由化の徹底はＷＴＯの目標である世界的

な貿易自由化に資するとの考え方に立つものと解される。「実質上全ての貿

易」の具体的内容について国際的に確立した定義はないが、①域内の貿易量

の概ね９０％以上を無税譲許すること、②特定セクターを一括除外しないこ

とが最低限必要と一般的に理解される。また、同条は妥当な期間（解釈了解

により原則１０年以内とされる）内での関税等の段階的撤廃を認めている。 
 
11 なお、ＷＴＯは授権条項（enabling clause １９７９年ＧＡＴＴ決定）に基
づき、途上国間での関税・非関税措置の相互削減・撤廃を認めている。この

場合、ＧＡＴＴ２４条の厳格な要件は適用されない。ＡＦＴＡやメルコスー

ルは授権条項に基づく協定としてＷＴＯに通報されている。 
 
Ⅳ 自由貿易協定の対外経済政策上の評価 
 
12 我が国の対外経済政策の基本がＷＴＯを中心とした多角的貿易体制の維持・

強化であることに異論はなく、政府としてもこの基本は不変としている。他

方政府においては、多角的貿易体制を補完し、更なる貿易自由化、経済活性

化を図るための一つの方策として、ＷＴＯ整合性を有する自由貿易協定の活

用も視野に入れる方向で動きつつある。 

 
13 自由貿易協定の経済上の利益としては、以下の点が指摘されている。 
（１）貿易創出効果（注５）による域内経済の活性化。 
（２）別の国と自由貿易協定を締結している相手国の市場で、当該自由貿易協

定の貿易転換効果（注６）により我が国企業が被っている不利益の解消。 
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（３）多国間貿易協定に比べ交渉主体数が少ないことから、より迅速に協定締

結に到達し得る他、非関税障壁、サービス貿易分野での進展が容易。 
（４）ＷＴＯでカバーしていない分野でのルール作りの補完も含め、経済全般

に及ぶ連携の検討が可能。 
（５）二国間経済関係の全般的な点検を行うことを通じて、構造改革等国内の

諸政策の促進・見直しに寄与し得る。 
（注５）貿易創出効果とは、貿易の自由化により、域内貿易を増大させる効果を指す。 

（注６）貿易転換効果とは、貿易の自由化により、域外の低コスト生産国からの輸入が域

内の輸入に代替される効果を指す。例えばメキシコに所在する欧米系企業がＥＵ・メ

キシコ自由貿易協定、ＮＡＦＴＡによりメキシコ政府に関税を支払うことなく欧米か

らメキシコに部品等を輸入可能である一方、メキシコに所在する日系企業が、日本か

らメキシコに部品等を輸入する場合にはメキシコ政府に関税（電機・自動車部品は１

０％を超える高関税）を支払うことを余儀なくされている。 

 
14 地域ブロック化の懸念に対しては、ＥＵ・メキシコ自由貿易協定、米国・
シンガポール自由貿易協定（交渉中）等、地理的隣接性とは関係なく重要な

貿易・投資相手国に貿易・投資拠点を確保していく「地域横断的協定」も増

えており、必ずしも懸念は当たらないことが示唆される（注７）。 
（注７）自由貿易協定が地域ブロック化に必ずしも繋がらないその他の理由としては、Ｗ

ＴＯ交渉等の結果として関税水準は相当に低下していること、及び経済のグローバル

化により各国とも海外への経済依存を深めており、一定の地域でブロックを形成し、

他国とは経済関係を有しないことが事実上困難となったことが挙げられる。 

 

15 また、政治・外交上の利益としては、以下の点が指摘されている。 
（１）二国間・域内の関係改善・緊密化による信頼・協力関係の強化。 
（２）親密国の増加を梃子とした、種々の国際交渉の場における発言力の増大。 
（３）自由貿易協定も活用するとの意味での外交上の新たな牽制手段の獲得に

よる、二国間貿易交渉やＷＴＯの場での交渉力の増大。 
 
Ⅴ 自由貿易協定の理論的評価 
 
16 自由貿易協定に関する理論的考察については、伝統的には貿易創造効果と
貿易転換効果との観点から行われた。これは域内各国の生産性、稼動可能な

労働・資本量を所与と仮定した静態的考察であったことが特徴である。 
 
17 最近においては、自由貿易協定の活用による生産性自体の変化（注８）、稼
動可能な労働・資本量自体の変化（注９）に着目する動態的考察により、自
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由貿易協定の経済的効果の測定が試みられている。 
（注８）市場拡大による規模の経済の実現、物・サービスの流入、外資系企業の参入によ

る競争促進、経営・生産技術のノウハウの浸透等を通じた生産性の上昇を指す｡ 

（注９）生産性の上昇に伴い、当該国における期待収益率の上昇、不確実性の減少等を通

じて国内投資のみならず海外からの直接投資が増大し、経済成長と更なる生産性の上

昇とをもたらし得るというもの。 

 
18  政治経済学上、自由貿易協定がグローバルな自由化を進める上で積極的に
働く（building bloc）か、消極的に働く（stumbling bloc）かとの議論があ
る（注１０）。現存する自由貿易協定が building blocであるか stumbling bloc
であるかの判断は実際には難しいが、自由貿易協定に関する重要な論点の一

つである。 
（注１０）地域的自由化がグローバルな自由化のステップとなりそれを促進させる場合に

は building blocとして望ましいと考えられる。他方、グローバルな自由化に代えて安

易に地域的自由化に流れる場合には、グローバルな自由化の達成がより困難となる恐

れがあるため、stumbling blocとして望ましくないと考えられる。 

 
19 政治経済学上の別の論点として、通商政策・交渉の形態として多国間
（multilateral）、地域間（regional）、二国間（bilateral）、単独（unilateral）
があり得るが、これらが相互に代替的なのか補完的かという議論もある。例

えば、地域間交渉を進めることにより多国間交渉が遅れてしまう代替的な関

係にあるのか、或いは地域間交渉を進めれば多国間交渉も進むという補完的

な関係にあるのかが議論されている。 
 
20 更に最近では、関税・サービス貿易の自由化以外の措置、即ち、（１）投資、
競争政策、相互承認等既存のＷＴＯ協定が直接の対象としない分野、（２）金

融・人材育成等での協力、電子商取引等の法制度調和等の市場連携を含む自

由貿易協定が増えており、こうした協定を経済連携協定と称することもある。

上記（１）（２）の措置による協定内容の拡大・深化の効果は、構成国の関税

水準が低い場合に重要である。 
 
Ⅵ 日本・シンガポール新時代経済連携協定の意義と概要 
 
21 日本・シンガポール新時代経済連携協定交渉開始の決定は、産学官の共同
検討会合を経て、両国首脳の指示も随時仰ぎながら、慎重に取り進められた。

他方、交渉自体は迅速性が肝要との見地から、両国首脳のイニシアティブで、

交渉期間は本年１月から本年末までと具体的に設定された。本年１０月に交
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渉は実質妥結に至った｡ 
 
22 シンガポールが最初の交渉相手国となったことについては、先に触れた自
由貿易協定の諸評価に加え、以下の要素等が考慮されたものと理解される。 
（１）自由貿易協定のメリットが輸送コスト等で相殺されない地理的隣接性。 
（２）経済水準の近い国との経済連携による両国の競争力増大。 
（３）貿易自由化についての価値観の共有。 
（４）我が国のセンシティブな分野に理解を有していたこと。 
   
23 本協定では、往復貿易量（２０００年）の９８％が無税譲許される他、農
林水産品も無税譲許の対象であり、ＷＴＯ整合性を確保し得るものである（注

１１）。新たな無税譲許品目（譲許品目のうち、ＷＴＯ無税譲許品目を除いた

品目）については、迂回輸入防止の観点から原産地規則を策定した他、域内

で輸入が急増し国内産業に悪影響を与えた場合に関税を従前の水準に戻す二

国間セーフガードも導入される（注１２）。サービスについてもＷＴＯでのウ

ルグアイ・ラウンド時の約束を上回る自由化を約束することで合意された。 
（注１１）我が国は、農林水産品に関し、ＷＴＯ整合性、及び我が国農林水産業への影響

に配慮するとの観点から、現に無税の品目（ＷＴＯ無税譲許品目及び実行無税品目か

ら関税割当品目等を除いた品目）に限って無税譲許の対象としている｡ 

（注１２）現行国内法では輸入相手国の如何を問わないセーフガード措置が規定されてお

り、本協定で合意された二国間セーフガードを導入するためには、これに対応する国

内法の整備が必要と考えられる。 

 
24 本協定の著しい特徴は包括性である。即ち、関税・サービス貿易の自由化
に止まらず、（１）投資、競争政策、相互承認等既存のＷＴＯ協定が直接の対

象としない分野、（２）金融、学生・教授交流促進等を通じた人材育成等での

協力、電子商取引等の法制度調和等の市場連携に及び、多角的貿易体制を補

完するものとなっている。このため協定の名称も通常の自由貿易協定ではな

く新時代経済連携協定とされている。 
 
25 本協定の合意内容は、二国間での交渉の結果であり、直ちに将来の他の国
との自由貿易協定に適用されるものではないが、ＷＴＯ整合性の確保、対象

分野の包括性等から見て、今後の自由貿易協定の一つのモデルとなろう。 
  
Ⅶ 今後の対応 
 
26 我が国の対外経済政策の基本は引き続きＷＴＯを中心とした多角的貿易体
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制の維持・強化であり、政府もシンガポールとの協定等の自由貿易協定は多

角的貿易体制を補完する一つの方策として位置付けている。自由貿易協定の

締結が対外経済政策の「転換」ではないかとの指摘に関しては、ＷＴＯ整合

性を満たし、多角的貿易体制を補完する自由貿易協定の活用は、政策の百八

十度の「転換」ではなく、多角的貿易体制の維持・強化を基本とした対外経

済政策の新たな「展開」或いは「拡充」であると考えられる。 
 
27  本年１１月にカタルのドーハで開催されたＷＴＯ閣僚会議でＷＴＯの新ラ
ウンド開始が決定された。シンガポールとの協定の締結・実施は新ラウンド

開始とほぼ同じタイミングで行われることとなるが、シンガポールとの協定

が新ラウンドを補完しつつそれと相俟って世界的な貿易自由化に資すること

が期待される。 
 
28 また、シンガポールとの協定が実現することにより二国間の信頼・協力関
係の強化が図られ、それがＡＳＥＡＮとの協力関係の深化への足がかりとな

り得ること等に鑑みると、自由貿易協定が内包する政治・外交上の機能には

少なからぬものがあると考えられる。 
 
29  他方、自由貿易協定の検討にあたり、関税等の廃止に際しては、国内のセ
ンシティブなセクターの産品に十分考慮することが重要との意見があった。 

 
30 今後、自由貿易協定については、ＷＴＯ整合性の確保を前提に、世界的に
自由貿易協定の拡大の動きが見られることを念頭に置きつつ、相手国の意向、

事情等も踏まえ検討されるべきである。なおその際、貿易・投資の促進や我

が国企業の海外事業環境の改善といった経済上の視点からの検討を基本にし

つつ、二国間・地域間協力等総合的な見地から検討することも重要である。 
 
 

（以上） 
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